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令和４年度行政組織の改正について  

 

総務部 行政管理課   

（２０－２１１２）   

 

１ 趣旨  

  第８次足利市総合計画  前期基本計画の各施策の推進と第８次足利市

行政改革大綱における「行政課題に柔軟に対応できる組織体制の構築」

を図り、複雑・多様化する市民ニーズや新たな行政課題に的確に対処す

るとともに、柔軟で活力ある組織体制を整備するものです。  

 

２ 組織改正の主なポイント  

(1)   政策課題に対して全庁横断的に対応するための組織体制の構築  

ア 部局間の調整機能の強化  

市長、副市長の特命事項及び政策課題をスピーディーに展開して

いくため、庁内調整する「政策調整監」と「特命推進員」を総合政

策部に配置する。  

イ 危機管理体制の強化  

危機管理課を総務部から総合政策部へ移管し、同課に市の危機管

理を総括する「危機管理担当」と地域の防災力の向上を図るための

「地域防災担当」を設置する。  

ウ デジタルトランスフォーメーション（DX）推進体制の強化  

情報政策課を「デジタル戦略課」に名称変更するとともに、同課

に DX の司令塔として部門間の調整、進捗管理等の役割を担う「デ

ジタル戦略担当」を新設する。  

 

 (2) 第８次総合計画  前期基本計画を推進するための組織の見直し  

  ア 行政経営部の創設  

    都市経営の視点で持続可能な行財政運営を進めるため、総務部を

「行政経営部」に名称変更するとともに、財政課を総合政策部から

同部に移管する。  

  イ 地域創生課の新設  

移住定住の促進及びふるさと納税の推進やネーミングライツの

導入により本市ブランドイメージの向上を図るため、総合政策部に
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地域創生課を新設し、同課に「移住定住担当」と「地域ブランド創

生担当」を設置する。まちの魅力創出課は廃止する。  

ウ 子育て政策の推進体制の強化  

子ども、家庭に関する政策を体系的に推進するため、児童家庭課

を「こども家庭政策課」に、同課の「親子福祉担当」を「子育て政

策担当」に、「子ども家庭相談担当」を「こども家庭相談担当」に名

称変更し、子育て政策の推進体制を整備する。  

エ 新たな産業団地開発と国際戦略の推進  

 工業振興課を「産業ものづくり課」に名称変更するとともに、新

たな産業団地開発に取り組むため、同課の課内室として「新産業系

用地開発準備室」を設置する。  

また、国際戦略を推進するため、市内企業の海外展開等を支援す

る「工業・国際戦略担当」を新設する。  

  オ 文化・観光・経済の好循環によるまちづくりの推進  

 観光振興課を「観光まちづくり課」に名称変更するとともに、文

化財を活用した観光のまちづくりを進めるため、同課に「文化観光

政策担当」を新設する。また、観光・コンベンション担当を「観光・

ロケツーリズム担当」に名称変更し、民間事業者等と連携した撮影

支援事業やロケツーリズム事業を展開する。これに伴い、映像のま

ち推進課の所掌事務を産業観光部へ移管し、同課を廃止する。  

  カ 学校給食の充実  

学校給食の安全確保や食育の推進、食物アレルギーへの更なる対

応に加えて、給食費の公会計化、児童生徒数減少に対応する給食調

理場の体制を検討するため、「学校給食課」及び「給食担当」を新

設する。  

 

(3) 行政課題への柔軟な対応及び事務の効率化等に向けた組織改編  

 ア 危機管理課の所掌業務を防災対策に特化するため、交通安全・防

犯業務を市民生活課に事務移管し、同課の「市民生活担当」を「生

活安全担当」に名称変更する。  

 イ 消防の事務事業の円滑及び災害活動の強化を図るため、警防指揮

課を「警防課」に名称変更し、同課の指揮調査第１担当及び第２担

当を中央消防署に移管する。中央消防署の新築に伴い河南消防署の

南分署を廃止する。  
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  ウ いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会開催を円滑に進めるため、国

体推進課の「事業推進担当」を「総務企画担当」、「競技式典担当」、

「宿泊輸送担当」に改編する。  

 

(4) 担当の統合  

  効率的、機動的な対応を図るため担当を統合する。  

 ・契約管財課契約担当と検査担当を統合し「契約・検査担当」とする。  

 ・クリーン推進課総務・管理担当と指導担当を統合し「クリーン推進

担当」とする。  

 

(5) 名称変更  

政策目的や業務内容が市民にわかりやすい名称へ変更する。  

旧名称  新名称  

こども課こども担当  保育課保育担当  

健康増進課スマートウェルネスシティ担当  

  同   健康指導担当  

健康増進課健康づくり担当  

  同  母子保健担当  

商業振興課  商業にぎわい課  

 

３ 行政組織図（令和４（2022）年４月１日現在） 

  別紙１のとおり  

 

４ 行政組織数の増減  

年度  部  課  課内室  担当等  

令和４(2022)年度 １０  ６０  １３  １５４  

令和３(2021)年度  １０  ６０  １４  １５２  

増減数  ０  ０  △１  ＋２  

 

５ 今後のスケジュール  

令和４(2022)年３月 市議会定例会に議案を提出  

４月 広報あしかがみ及び市ホームページに掲載  


